（別紙１）

予算要求資料
平成31年度当初予算　　　支出科目　款：農林水産業費　項：畜産業費　目：畜産振興費　　　
	事業名　新　県有育成牧場緊急時用発電機導入事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　農政部畜産課　酪農・飼料係　電話番号：058-272-1111（内線2878）
　　　　　　　E-mail： c11437@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　         7,362千円（前年度予算額：0千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金
負担金
	使用料
手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度
	0
	  0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	 7,362
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	 7,362

	決定額
	 7,300
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	7,300
	


２　要求内容
（1） 要求の趣旨（現状と課題）
・資源の確保ならびに畜産経営の合理化を図るために、岐阜県家畜育成牧場(東濃牧場、飛騨牧場)を設置し、平成１８年度より指定管理制度を導入し(一社)岐阜県農畜産公社が管理運営を行っている。
・緊急時用発電機は、平成26年の豪雨被害を受け飛騨牧場に1基導入された。
・平成30年度の台風21号による停電は、県下広域で発生したため、復旧までに長期を要したとともに、復旧目途が判明するにも時間を要した。
・停電が、同時に恵那、飛騨地域で発生したことにより、飛騨牧場に導入された発電機を牧場間で融通することもできなかった。
（東濃牧場）
・東濃牧場では、電気を動力源とする給餌機器、給水ポンプ等が停止し、哺育牛への授乳や牧場内への飲水供給に支障が生じ、牛の生命に関わる危険な状況となった。（発電機のリースを手配し、9月5日に仮電源を確保した。）
・また、通信手段の遮断や薬品等保管用冷蔵庫、照明等の電源確保等ができず、管理事務に支障が生じた。（9月4日に停電発生し、9月6日に復旧した。）
（飛騨牧場）
・飛騨牧場では、導入された発電機が停電発生当初には十分に効果を発揮した。
・しかし、停電が長期化すると、受精卵、薬品等保管用冷蔵庫が停止、携帯電話を含む通信手段が遮断されたことにより、詳細情報の入手や事務局との情報共有等の管理事務に支障を生じることとなった。（9月4日に停電発生し、9月9日に復旧した。）
・また、発電機が全ての牛舎の電力に対応していないため、牛舎間を移動しなければならず、作業の非効率と、放牧地の給水ポンプの電力確保が問題になった。
（２）事業内容
・災害発生への備えは、生命の安全、県及び農家の財産を守るために重要であるため、最低限必要となる電源を速やかに確保できるよう発電機を配備する必要がある。
1 東濃牧場では、哺育牛舎、給水ポンプ、管理棟の電源が1基の発電機で確保できるように配線工事及び発電機の導入と、飼料調整庫の電源用の1基を配備する。
2 飛騨牧場では、既存発電機を各牛舎へ移動させ給餌作業を行なうこととなるため、総合管理センターで常時使用できないことから、総合管理センター専門の発電機を配備する。
　　　　　　　　　
（３）県負担・補助率の考え方
・県負担１０／１０
（４）類似事業の有無：　無
　　　　　　　　
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	工事請負費費
	 7,362

	1 【東濃牧場 発電機設置、電源工事一式】 5,800千円
2 【飛騨牧場 発電機設置一式】　　　　　 1,562千円


	　決定額の考え方　



４　参考事項
（１）後年度の財政負担
岐阜県東濃牧場および岐阜県飛騨牧場の管理に関する基本協定書（抜粋）（管理施設の修繕等）第１７条　管理施設の改修、増設または移設については、甲（県）が自己の費用と責任において実施するものとする。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）
	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　岐阜県東濃牧場および岐阜県飛騨牧場の管理に関する基本協定書に基づき、円滑な家畜育成事業の実施を行うこと。優良な乳用初妊牛の安定供給を継続して行うこと。優良な和牛子牛の安定供給を行うこと


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	乳用初妊牛譲渡頭数（東濃牧場）
	（H  ）
	365
（H27）
	362
（H28）
	369
（H29）
	360
（H31）
	103％


	和牛子牛供給頭数
（飛騨牧場）
	（H　）
	188
（H27）
	180
（H28）
	179
（H29）
	190
（H31）
	94％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）
	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
　



（前年度の成果）
	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　


	

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）
	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)
〇

	公共牧場の安全管理、県及び農家の財産を災害から守るため、必要最低限の電源を確保できる体制を整え、災害に備える必要がある。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

	


（今後の課題）
	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
災害被害の発生場所や規模等を事前に予測することは困難であるが、被害発生に備えた対応、備えは重要であることから、被害発生予防及び万が一発生した場合の対応を常に確認する必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
　



